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1. 研究背景と目的
都市・地域間などにおいて,集積力に注目して空間経済シ

ステムを分析する研究が注目を集めている. Krugman1)は,輸

送費の変化による工業の集積・分散現象を大胆な仮定に基

づき分析した. また,Krugmanモデルに代表される都市の集

積・分散現象のメカニズムを表現したモデルは,輸送費用等

の変化により分岐し,複数の均衡解を持つことが知られてい

る. 数多くの都市を対象とした解析に対し,計算分岐理論に

よる分岐解析法3)4)を導入されている. 一方、従来の研究は

輸送費用を全経路において均一に変化させた場合の研究が

主であり,経路によって異なった交通整備履歴を与えた場合

の研究は,十分に行われていない. そこで,同じ人口と経済

状態を持つ都市が一様に分布した都市モデル (図-1)を用い,

Krugmanモデルを拡張した Forslid2)モデル, Logitモデルを

用い,放射状及び環状経路の交通整備履歴の違いが都市の人

口の集積・分散過程にどのような違いを与えるかについて

検証する.

図–1 都市モデル

2. 都市の集積・分散モデル
(1) 一般均衡の枠組み

• 経済は，独占的競争が行われる工業部門と完全競争的
な農業部門の２つの部門からなる．

• 経済全体では工業労働者は µ，農業労働者は (1－µ)の

割合で存在する．

• 経済全体では，工業部門で働く High skilled workerが

µ/σ存在し，工業部門または労働部門で働くLow skilled

workerが (σ − µ)/σ存在する．
• High skilled worker は自身の効用を最大化するように

確率的に都市間を移動することができるが，Lowskilled

workerは移動不可能で，すべての都市に均等に分布し

ており，賃金 1である.

• 工業品の輸送には輸送費がかかり，農業品の輸送には
輸送費はかからないこととする．
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(2) Forslidの短期均衡モデル

消費者の効用最大化行動，生産者の利潤最大化行動，氷

塊輸送などの理論に基づき上記の仮定を用いると，都市 r

の High skilled worker の賃金 wM
r は以下に示す連立方程式

によって決定される．

wM
r =

n∑
s=1

Ys(T M
rs )1−σ∑n

k=1 λk(T M
sk )1−σ (1)

Yr =
µ

σ
λrw

M
r +
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σn

(2)

Gr = [
n∑

s=1

λs(T
M
rs )1−σ]1/(1−σ) (3)

各変数の意味は下記のとおりである．

Yr :都市 rの取得

Gr :都市 rの工業品価格

T M
rs :都市 rから都市 s間の輸送費

σ :任意の差別化された二つの財間の代替弾力性

なお，本研究では,図 1のように中心都市の周囲に正六角形

状に都市を配置しており,環状及び放射状の輸送費用を異な

るものにするため,環状部分に τ1、放射状部分に τ2 とした

輸送費パラメータを導入している. これより,都市 rと都市

sの間の輸送費 T M
rs を

T M
rs = exp[min(τ1d1 + τ2d2)] (4)

と定義する. よって,τをそれぞれ変化させることにより、環

状部分と放射状部分の輸送費用をそれぞれ変化させる. こ

こで d1 は環状部分を輸送する場合の合計距離, d2 は放射部

部を輸送する場合の合計距離である.

(3) Logitモデル (確率的都市選択行動)

High skilled worker の都市選択行動を決定する要因を実

質賃金（間接効用）の大きさによると考え，都市 rにおけ

る実質賃金 ωr を High skilled workerの賃金 wM
r と工業品価

格指数Gr を用いて以下のように定義する．

ωr = σ
r(1 − µ)1−µwM

r G−µr (5)

しかし，実質賃金は完全に測定できない上，個人間のばら

つきもある．したがって，この実質賃金をランダムな確率

的変数と考え，都市 r における High skilled workerの人口



シェアを

λr =
exp[θωr]∑n

s=1 exp[θωs]
(6)

と定義する．ここで，θは実質賃金に対する知覚誤差の分散

を表すパラメータであり，θ = 0のとき,Highskilled worker

の知覚する実質賃金は完全にランダムであり，θ = ∞では
実質賃金は完全に測定可能である.

3. 解析結果
(1) 交通整備履歴依存性が見られる場合

例として,分岐経路を図 2,輸送費の変化を図 3で示すよ

うに,完全に整備順序を変えた 2種類の交通整備履歴で考え

る. 左例は,環状の交通を整備し,その後放射状の交通を整

備している.右例はその逆である. 図中の線は、図 1の都市

6にあたる人口の推移を示し,黒の実線は安定解,破線は不

安定解を示していおり,白丸は分岐点を表している. 2つの

解析結果において分岐が生じるのは、環状部分の輸送費パ

ラメータ τ1 が 0.15～0.20程度の範囲であるが,一方の放射

状部分の輸送費パラメータ τ2 は,それぞれ 1.0及び 0.15と

大きく異なっている. また,安定解の推移に着目すると,交通

整備履歴により分岐パターンに違いが生じることが確認さ

れた. 左例の場合は,6軸対象の都市パターンから 2軸対象

に移行することが予想される. 一方右例では,一極集中から

3軸に移行することが予想される.

図–2 分岐経路

図–3 交通整備履歴

(2) 交通整備履歴依存性が見られない場合の解析結果

分岐経路には明白な違いは見られず,交通整備履歴依存性

が見られなかった例の分岐経路を図 4,交通整備履歴を図 5

の 2種類を示す. 左例は,環状の交通を優先的に整備し,あ

る交通に達した時点で放射状の交通を優先的に整備するよ

うに変化している.右例はその逆である. この場合も,分岐

が生じるのは環状部分の輸送費パラメータ τ1が 0.15～0.20

程度の範囲であった. しかし、この場合の放射部分の輸送費

パラメータ τ2は,それぞれ 0.15～0.30及び 0.15～0.18程度

と (1)と比べ,τ1と近い値であった. この場合,安定解の推移

に着目すると,交通整備履歴により分岐パターンに明白な違

いは見られなかった.

図–4 分岐経路

図–5 交通整備履歴

4. 結論
今回の研究において,交通整備履歴の違いにより,２軸集

積パターンに分岐する分岐点と,３軸集積パターンに分岐す

る分岐点や分岐経路の関係に違いが見られることが明らか

になった. よって,都市の集積・分散過程において複数の均

衡解をもつ場合,交通整備履歴の違いにより特定の均衡解へ

解が集積する傾向に差異がある可能性が考えられる. また,

今回の解析において分岐は,環状部分の輸送費パラメータが

ある特定の値に集中して起きているが,その範囲における放

射部分の輸送費パラメータの値により交通整備履歴依存性

が生じていると考えられる. 今後の課題としては,都市数を

増加させた場合の解析,より詳細な分岐パターン違いの要因

の解明などを行うことなどが挙げられる.
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